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まえがき 

 
我が国が、少子高齢化や経済の潜在成長率の伸び悩みなどの課題を抱えるなか、平成 29

年（2017 年）6 月に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針 2017～人材への投資

を通じた生産性向上～」は、人材への投資を通じた経済社会の生産性向上の必要性を強調す

る。同じく閣議決定された「未来投資戦略 2017－Society 5.0 の実現に向けた改革－」は、

第４次産業革命に対応できる人材投資等を進めるとしており、IT人材の育成・創出に焦点を

当てる。

今なお、我が国の基幹産業である製造業においても、人手不足とともに、若者のものづく

り離れによって人材確保が難しくなってきており、限られた人材の中でどのように一人ひと

りの能力を高めて生産性の向上につなげるかといった点が重要な課題となっている。こうし

たことを背景に当機構は、厚生労働省からの要請をうけ、ものづくり企業が労働生産性向上

に向けてどのような人材育成・能力開発にかかる取り組みを講じているか等を把握するため、

企業アンケート調査を行った。本報告書は、同調査の結果をとりまとめたものである。なお、

調査データの一部は、平成 30 年（2018 年）5 月に閣議決定された「平成 29 年度ものづく

り基盤技術の振興施策」（平成 30 年版ものづくり白書）にも活用されたところである。

 調査にご回答いただいた企業にこの場をお借りしてあらためて感謝申し上げたい。本報告

書が関係各位の方々に少しでも役に立つものになれば幸いである。
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本文中の用語の定義 

・技能者

現場でものの製造（切削、加工、組立、検査など）を直接担当している従業員 

・技術者

(a)基礎研究・基盤技術などの研究、(b)製品開発・技術開発、(c)既存の製品の改良・改善、

(d)高度な技術的知識を活かした「品質・生産管理」「エンジニアリング・セールス」「製品

販売先への技術的アフターサービス」――などを担当している従業員 

・ものづくり人材

技能者、技術者の総称 

・直接雇用非正社員

(a)パートタイム社員、(b)「期間工」「季節工」「契約社員」などと呼ばれるフルタイム契約

社員、(c)「嘱託」などと呼ばれる定年後の再雇用者や勤務延長者――など貴社で直接雇用

している非正社員 

・労働生産性

「従業員一人当たりの付加価値」。

（本調査では、売上・利益の向上や組織力のアップなどに結びつく、生産工程の効率化や

製品の高付加価値化など自社の「強み」を伸ばす取り組みを実施することを「労働生産性

を向上させる」と捉える） 
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